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総 務 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時
平成１６年３月１５日（月）午前１０時　　　開会
　　　　　　　　　　　　　午後　１時８分　閉会

１．場所
大会議室

１．出席委員
委 員 長
 三好義治 
 副委員長
 大澤勝哉 
 委　　員
 本保加津枝
委　　員
 山本善信 
 委　　員
 安藤　薫 
 委　　員
 森西　正

１．欠席委員
なし

１．説明のため出席した者
市　長　森川　薫
 助　役　小野吉孝
 収入役　八木靖彦
市長公室長　中西　肇
 市長公室次長　羽原　修
同室参事兼人事課長　中岡健二　　秘書課参事　山野芳男
政策推進課長　有山　泉
 同課参事　吉田和生
 人事課参事　杉本正彦
人権政策室人権同和対策課長　中野泰男　　同室女性政策課長　竹田　進
総務部長　奥村良夫
 同部次長兼財政課長　川崎　修
同部参事兼総務防災課長　南野邦博　　同部参事兼情報管理課長　小寺芳政
同部参事兼市民税課長　奥田秋広　　　同部参事兼固定資産税課長　西村勝彦
同部参事兼納税課長　井田博敏　　　　同部参事兼契約検査課長　石田光次
情報管理課参事　高山真弓
 同課参事　村江　卓
 契約検査課参事　梨木幸三
収入役室長　田村孝行
監査委員、選挙管理・公平・固定資産評価審査委員会事務局長　林　州彦
同局次長　杉浦　徹
 同局参事　大砂　渉
消防長　稲田晴彦
 消防本部次長兼消防署長　石田喜好
同本部次長兼総務課長　浜崎健児　　予防課長　水田謙二
 同課参事　池沢弘員
警防第１課長　北居　一
 同課参事　関口一男
 警防第２課長　埜口節夫


１．出席した議会事務局職員
事務局次長　中川　顯
 同局主幹　上　清隆


１．審査案件（審査順）
議案第　１号　平成１６年度摂津市一般会計予算所管分
議案第　９号　平成１５年度摂津市一般会計補正予算所管分
議案第２４号　摂津市手数料条例の一部を改正する条例制定の件所管分
議案第　５号　平成１６年度摂津市財産区財産特別会計予算
議案第１２号　平成１５年度摂津市財産区財産特別会計補正予算
議案第１９号　摂津市職員の退職手当の特例に関する条例制定の件
議案第２１号　特別職の職員の給与に関する条例及び教育長の給与及び旅費に関する

条例の一部を改正する条例制定の件
議案第２０号　公益法人等への職員の派遣等に関する条例及び摂津市水道企業職員の

給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例制定の件
議案第２２号　摂津市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例制定の件
議案第２３号　議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部

を改正する条例制定の件
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（午前１０時　開会）

○三好委員長　おはようございます。

　ただいまから総務常任委員会を開会し

ます。

　本日の委員会記録署名委員は、安藤委

員を指名します。

　先日に引き続き、議案第１号所管分及

び議案第９号所管分の審査を行います。

　質疑のある方、挙手を願います。

　山本善信委員。

○山本善信委員　合併問題についてでご

ざいますけれども、これは今年度でどう

いうふうに変わっていくのかということ

は、来年の３月で特例法の期限が切れる

ということで、国の方も新たな動きがあ

るようでございますし、先日の本会議で

の答弁でもいろいろと助役の方からのご

答弁がございました。改めて今日までの

状況を振り返りながら、ひとつ今後さら

に具体的に来年度でどういうふうに進め

ていくのかと。あるいはまた答弁では一

応今の状況、合併というのは難しいとい

うことが明らかになっておるわけであり

ますが、その中で財政的には自主再建、

あるいは行政改革を進めながら本市独自

でしばらくやっていかざるを得ないだろ

うということ。

　しかし、今国の方で新たな法律制定の

動きもございますので、そういったこと

も含めて、これから将来展望を含めてご

答弁いただけたらと今思うわけです。

　恐らく本会議の答弁以上のものはない

とは思いますが、改めて具体的に現在ま

での状況を踏まえて、これからどういう

方向で進めようとするのか。予算の中で

は具体的な数字はほとんどないわけでご

ざいますけれども、助役の方でずっと広

域的な行政についての協議をしてこられ

て、昨年、結論を出された上で動いてき

ている話ではあるのですが、さらにその

ことについても含めて、ご答弁いただけ

たらと思います。それが第１点でござい

ます。

　財政問題につきましては、厳しい状況

を少しでも改善するための努力というの

はいろいろな形で進められるわけですが、

それは今、いろいろと方針が述べられし

ておられます方向で、ぜひ努力していた

だきたいということだけにしておきます。

これは質問ではありません。

　それから、もう１つ、消防に関しての

ご質問を申し上げたいと思うのです。こ

れも先日、同僚議員の方からも特に非常

備消防に関しての質問がございました。

本年度予算の中にでも、資機材の購入の

問題とか、あるいはまた団員に対するい

ろいろな報酬等の予算も書かれておられ

るわけですが、大体普段とそんなに大き

く変わらない予算がことしの予算の数字

であろうかというふうに思うのです。そ

の中で、かねがね以前にも取り上げたこ

とがございましたが、今回でもいろいろ

と分団の内容についての質疑が先日もご

ざいました。先ほど各消防団員のトータ

ルと、それからその分団の数等につきま

しては、今まで統計の資料等でわかって

いるわけですが、その各分団、分団での

今までの１２名という定数が満たされて

いるところと、満たされていないところ、

それからそれこそ分団そのものが構成で

きない、ゼロになる寸前という分団もあ

るやに思いましたので、資料をちょうだ

いしましたが、一部そういうことが裏付

けられる資料でございます。

　この分団の構成というのは、今までは

旧の村落、集落の関係の中からやめられ

る方が、あるいはまた村の関係者が次、

あの人にお願いしようという形でどんど

んと補充をしてこられて、定数維持をし、

またいろいろな訓練を経て分団を構成さ
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れておったわけですが、ところが最近の

状況からしますと、その分団員そのもの

も具体的には、構成員そのものも、昔で

したら農業なんかをやっておられて、自

宅周辺におられたわけですけれども、最

近はお勤めに出られる方がほとんどで、

昼はほとんど団員の方がおられないとい

うような事態も各地に起こっております。

それと同時に、団員そのものも名前だけ

というような形にならざるを得ない分団

員も中にはおられますし、実際に活動そ

のものに支障を来しているような分団も

多々あるようにお聞きしておるわけです。

　これは以前からも取り上げていること

ではあるのですけれども、改めて分団の

あり方について、一定、考え方を聞かせ

ていただきたいと。先日は、一応いろい

ろな形で分団の補充等について維持する

ための努力というのはしておられて、分

団の数はもちろん減らさないし、団員の

数も減らさないように努力するという方

向で、いろいろな形で募集をしてみたり、

あるいはホームページに出して、今まで

の分団員の選び方等以外に、新しいやり

方も摸索しておられるようでございます

けれども、決定的な方策にはなっていな

いということでございますので、そういっ

たことにつきまして、改めて先日の議論

も踏まえてご答弁いただけたらありがた

いというふうに思います。

　それから、細かい問題で１つ、８０ペー

ジの淀川右岸の３市１町地下鉄延伸連絡

協議会の負担金というのが上がっている

わけです。これも以前はかなり熱心に活

動してこられて、しかも２００５年でし

たか、一定の方向づけが出るようなこと

について準備をするという形になってい

る、そのためにこういう形で残して、い

ろいろと会合を開いて、今日まで来てお

られると思うのですが、ことしもそうい

う形の協議会の負担金が上がっておりま

すけれども、ことしこの淀川右岸３市１

町地下鉄延伸連絡協の活動並びに地下鉄

延伸についての、これからの具体的な方

向付けというのはどういうふうになるの

かと。

　別の形で井高野まで具体的に事は動い

てきておりますけれども、淀川右岸につ

きましては大日から橋を渡ってというよ

うな、もともとの出発点がそこでしたか

ら、そういうものと現実に動いてきてい

る、井高野まで来ている地下鉄等の問題、

そういったこととの絡みがどういうふう

なことに、ことし１年で具体的に動かれ

ようとするのか。そういうことについて

お聞かせいただきたいと思います。

○三好委員長　答弁求めます。

　羽原次長。

○羽原市長公室次長　広域連携・市町村

合併に関しましてご答弁申し上げます。

　ご存じのとおり、北摂７市３町におき

まして、北摂広域連携行政研究会という

組織を設けまして、北摂７市３町レベル

での市町村合併等に関する情報整理とい

うことを行ってまいりました。それにつ

いては一定とりまとめをしておるところ

でございますが、それぞれ各市町のお考

え、ご事情等ございまして、現実には市

町村合併ということには至っておりませ

ん。

　その後の取り組みといたしましては、

北摂市長会での議論もあったわけですけ

れども、一応助役レベルでの情報交換、

それから広域連携についてより具体化し

ていこうではないかということで一応決

まっております。

　昨年２月２５日には助役会議を開催い

たし、それぞれ各市が広域的な取り組み

を進める具体的なテーマについて、持ち

寄って進めていくということになってお
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ります。

　２７件の課題が寄せられておりました

けれども、一応７件程度にまで絞り込み

まして、昨年の７月に調整会議を進めた

ところでございますが、それぞれ首長さ

んのお考え等もございまして、現在のと

ころ最終的な合意にまで至っているもの

とはなっておりません。

　各市とも選挙等もございまして、どの

タイミングでどういうふうに取りまとめ

をしていくか。今現在、調整をしておる

最中ということでございます。

　具体的な課題といたしましては、図書

館の共同利用であるとか、広域的なごみ

処理の体制の問題、消防の体制を広域化

できないか。それから人事交流の検討、

水道事業の広域化、ＩＴ関連の広域的情

報提供、国民健康保険の広域化というよ

うなテーマはございますが、いずれもそ

れぞれの市町村等の事情とも絡みますの

で、単純にすぐに進めるというようには

ならないかと思いますし、それぞれ所管

のレベルでの議論も既に進んでいるとこ

ろもありますので、どういう形でどうい

うふうに進めていくか。改めて各市町の

間で協議を進めた上で、可能なものにつ

いてはできるだけ早い段階から進めてい

きたいと思っております。

○三好委員長　浜崎次長。

○浜崎消防本部次長　消防団の定員の確

保については、消防団は地域防災の中核

といたしまして、地域住民の生命、身体、

財産を守る上で重要な役割を果たしてき

ております。最近の国内の大災害を見て

も、その活動は大きく評価されていると

ころでございます。

　また、現在の本市の消防団員は３２９

名おり、その要員動員力や地域密着性、

その地域密着性による即時対応能力といっ

た利点を活かしまして、地域防災力とし

ては大きな力を発揮していると考えてお

ります。

　また、火災出動におきましても前年度

実績では、延べ８５７人、昨年の歳末非

常警戒では延べ３２３名が出動しており

ます。そういうことは摂津市民の安心安

全に対して大きな役割を果たしておりま

すし、不可欠な存在だとも考えておりま

す。消防団は、今後その地域密着性、要

員動員力の特性を活かしながら、地域社

会の幅広いニーズに応えていかなければ

ならない存在であります。

　しかし、現在、消防団を取り巻く環境

の変化、そして消防に対するニーズの変

化、また消防団の実態にギャップが生じ

てきております現実もあります。

　例えば、委員ご指摘の消防団の人員確

保の問題につきましては、その最たるも

のでございまして、現実には各分団の慣

例的な定数を下回っている分団も現実に

あります。

　先日も副団長以上の会議の中でも討議

されておりますが、そのことにつきまし

て、いろいろ現在検討を重ねているわけ

でございますが、慣例的定数の充足率と

いうことでは現在慣例的には３４６名と

いうことになっております。現在員３２

９名でございますので、現在１７名のマ

イナスになっておりまして、充足率とし

ては９５％ということになっております。

　また、この消防団の確保という問題に

つきましては、現在、地元の消防分団で

の欠員補充という形で異動を行っていま

すが、今後は摂津市全体をとらえた中で、

サラリーマン団員が活動しやすい環境づ

くりと、訓練などを通じ、消防団の活性

化を図るとともに、事業所や教育の場、

また女性消防団員も視野に入れつつ、消

防団運営を目指した中で、人員確保の問

題を検討しなければならないと思ってお
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ります。

　また、さまざまなメディアを通じまし

て、消防団のＰＲなどをいたしまして、

ぜひ、今の人員確保については努めたい

と思っております。

○三好委員長　有山課長。

○有山政策推進課長　淀川右岸３市１町

地下鉄延伸連絡協議会についてでござい

ますが、現在、平成１４年１１月から本

市が事務局をいたしております。今後の

方向、位置づけでございますが、昨年、

１０月２４日にうちの方の幹事として近

畿運輸局企画振興部の企画課から参事を

招きまして、勉強会をさせていただきい

ております。そのとき得た情報でござい

ますが、平成元年５月に運輸政策審議会

答申第１０号ということで、今言われて

おりました路線なんですが、２００５年

までに整備着手することが適当である路

線とされました。

　このとき新線すべてでいうと２２０キ

ロ、増線路線１１４キロであり、平成１

５年時点での新線は約１０８キロ、線増

路線は約５７キロということの整備が終

わっております。運輸政策審議会答申１

０号における答申のうち、未整備路線は

現在２９路線あります。内訳は整備目標

まで整備することが適当であるというこ

とで、今後２年間の間に整備されるとし

た路線が３路線、それから整備目標まで

着手することが適当である路線とされた

ものが８路線、それから今後検討すべき

路線とされたものが１８路線ございます。

本市が進めております地下鉄２号線、大

日から高槻方面まで約１４キロは、今後、

検討すべき路線とされ、ランクが低い状

況になっております。

　現在、地下鉄２号線に関する１０号答

申については先ほど委員の質問の中にも

ありましたように、２００５年というこ

とで、近畿地方交通審議会で、その下部

組織であります総合交通部会のワーキン

ググループの中で、これを２００５年ま

でかけてどういうふうにされるかという

話し合いが現在行われております。

　昨年１１月で、第３回の会議が持たれ

ております。平成１６年秋、もしくは冬

にかけて新しい答申が出されるというこ

とで、現在、そういう審議が行われてい

るところであります。

○三好委員長　山本善信委員。

○山本善信委員　合併問題に関しまして

は、今、現実に動いている話につきまし

ては、お答えのとおりだと思うのです。

国の方の動きについて、特例法が来年の

３月で一応期限切れになるということの

中で、新たにもう少し知事権限を行使し

て、知事の方から一定のこちらとこちら

と合併しなさいとか、合併した方がいい

ですよというような形の一定の働きかけ

ができるような形の具体的に、今までで

したら一応のパターンを示す程度のこと

で終わっていましたけれども、もう少し

具体的にそのことについて動き出すよう

な動きがあるわけですね。これは恐らく

私は本会議あるいはまたいろいろな議論

の中にもありましたように、３，０００

自治体を２，０００自治体にすると。そ

れではまだ少ない。もっと１，０００ぐ

らいにしなきゃならんというような話の

中で、そういう話が出たわけですから、

この法律そのものは具体的に今国会等で

通ることはほぼ間違いないのじゃないか

というように思うのです。そういう中で

本市として合併すると。合併すべきだと

いうような方向で動くという姿勢は私は

変わっていないと思うのですね。そうい

う中で、そしたらそれの準備段階、そう

いうふうなことをある程度見越しながら、

具体的な動きをうちの方でしていく必要
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があろうかと。広域連携として動かす話

と、それはそれで具体的な動きとして積

み重ねていく方向で動くわけですけれど

も、本市独自のものの考え方で、どこか

と何とかしなきゃならんということにつ

いて、例えば、現在までの広域的な問題

についての情報等を市民の皆さんに提供

しながら、この前にも助役から本会議で

答弁がありましたように、島本町なんか

で一定のパターンを示しながら、アンケー

トなり、市民の意見を聞いたというよう

な方向があるわけですね。だからそうい

うことを本市としてやるべきではないの

かというふうなことを思っておるわけで

すが、その点についてどういうふうなお

考えを現時点でお持ちか、お聞かせいた

だきたいと思います。

　それから、消防団の話でございますけ

れども、今確かに決定的に何をどうする

という形では、なかなか実績の上がる話

として事が動いていく方向にはないとい

うふうに私は見ているわけですけれども、

今の答弁でも確かにそういうことで、い

ろいろと考えておられることはもちろん

よくわかるわけですけれども、しかしそ

ういうふうなことを言い出してから、か

なり長い年限がたつわけです。そしたら

これからどうするのかといったときに、

例えば、団の編成をもう一遍きちっと考

え直すとか、先日でも森西委員のお話が

ありましたように、団員のメンバーの地

域的な偏りみたいな形で、旧の集落を中

心に事を選ばれていたのが、今も答弁が

ありましたように、より広い形で選んで

いく。お願いしていくというようなこと

は大事なんですけれども、果たしてそれ

を具体的に動かすためにはどうするのか

というのがなければならんと思うのです。

これはやっぱり行政の方でしっかりとそ

のことを踏まえて考えていただき、団の

方の協力も得て、ちゃんと確保していか

なきゃいかん。どうしてもそういうこと

ができなければ、一定、守備範囲なり、

あるいはまた団の構成そのものについて

も、ちゃんと再編成して、それで市域全

体を網羅して、具体的に非常の場合にきっ

ちりとした活動ができるような団組織に

変えなきゃならないというふうに思うわ

けですが、その点についてもう一度、お

答えいただきたいと思います。

　それと、近隣各市の団の状況を見ます

と、非常に同じような悩みを抱えておら

れて、しかももう既にその団同士の統合

があったり、あるいはまた具体的な動き

があるわけで、私が承知している限りで

は、例えば、ごく具体的な話ですけれど

も、茨木市なんかでは、旧の三宅の宇野

辺、丑寅、蔵垣内、これがそれぞれの分

団があったわけですけれども、現実にそ

の３分団が統合されてやられているとい

うこととか。

　あるいはまた、茨木の場合でしたら、

山間部はまた特別の形で山火事その他の

対応があって、なかなか難しいところで

は、あるわけですが、そういったことに

ついての一定の考え方のもとに事が動い

て、団を一定の編成をされているという

ような話とか、そういったことを考えて

いますと、私どもの方でもそういうこと

を具体的に考えていって、動かしていか

なきゃいかん時期に来ている。それが今

年だというふうに私は思うわけです。そ

ういうことについて、もう一度、お考え

を聞かせていたいと思います。

　地下鉄の延伸の問題ですけれども、こ

れは２００５年が１つのめどだというこ

とではあるのですけれども、それに向かっ

て、もう今２００４年ですから。来年そ

の結論を一定しっかりもう一度判断され

るときに、つなげていってもらわないと
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いけないわけですから、いや、もうだめ

ですという話になってしまうと、これは

話になりませんので、その辺のところは

見通しがどうなのか。

　非常に難しい話ですけれども、ご多分

に漏れず財政的に非常に大阪市の方にし

ましても、あるいはまた府にしましても、

あるいは各沿線の自治体にしても、若干

程度の差はありますけれども、厳しい財

政状況にあるわけですから、そういう中

で１０年先、２０年先を見越した形の施

策として、具体的に動く基本を今、ちゃ

んと道筋をつける方向を、ここで決めて

おかなきゃならんということで、非常に

地味ですけれども大事な時期だというこ

となんです。それがことしのこの平成１

６年度だというふうに思いますので、そ

れについてのものの考え方というのは、

もっとはっきり方向づけを持って、どう

いう活動をするのだということを、わず

かな負担金の予算ではありますけれども、

連絡協議会の活動そのものは非常に正念

場に来ているということを思いますので、

その点について、どういうふうにこれを

動かしていくのかというのをもう一度、

ご答弁いただきたいと思います。

○三好委員長　小野助役。

○小野助役　合併問題についての今後の

考え方なり、アンケート調査等の意向が

あるかという点でございますが、委員ご

指摘のように、急激な少子高齢化社会な

り、未曾有の財政危機に直面をしている

この状況を考えて、国も言っていますよ

うに、市町村の規模拡大なり、また財政

基盤の強化としては有力な対応策である

という考え方は私どももそういう考え方

を持っています。

　しかしそういう中で、ただ先ほど言い

ましたアンケートのことでございますが、

島本町がアンケート調査を実施いたしま

した。その結果はノーでございました。

町長としては、合併の道を歩まないとい

う方向を出しました。ただ、私も知って

いる範囲で申し上げますと、そこのアン

ケート調査の中身が町としての意向とい

いますか、自治体としての意向、またビ

ジョンなり、将来像なり、合併メリット

が極めて抽象的であると。そういったア

ンケートでは意味がないのではないかと

いうことが、島本町の一部住民からも言

われております。

　仮にこのアンケートをやるとなりまし

たら、本市も相手市を具体に示せない。

また示すことができない状況の中で、仮

にアンケートをやるとすれば、いわゆる

島本町のように非常に抽象的な形という

ようにならざるを得ないのではないかと

いう気もいたします。

　それで、今後、合併３法案の具体的内

容が出てまいります。また日曜日の新聞

でも、その知事のあっ旋というのも、調

停あっ旋は知事自身ではなくて、知事が

任命した市町村合併調整委員にゆだねる

ように変わると言われています。そういっ

たことで、例えば、大阪府がどういう出

方をするかということもございますし、

いずれにしましても北摂では中核市で高

槻市がある。特例市は豊中市、吹田、茨

木市と持っております。それで私ども助

役で話をしておりましたら、政令市が１

００としましたら、中核市が大体７割、

８割ぐらいの権限を保持されている。特

例市は大体そのうちの３割か４割かとい

われますが、持っておると。そうします

と、この内容からいたしますと、もうこ

の北摂の４市は特例市、中核市で動いて

いると。だからその必要はないのだとい

う考え方が私は受け取れます。

　市長は議会答弁をされていますが、そ

ういう受け取りを助役会レベルでは、そ
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の道を歩んでいきたいのだということを

言っております。

　ただ、今回の合併の３法案の中で、具

体的に動いたときに、これがどういう動

きをしていくかということはもう少し状

況を見させていただきたいと思います。

　もう一つは、アンケート調査の中身に

つきまして、今後、議会との議論もある

わけですが、また調査委員会との関係も

ございますが、そういうことをやるべき

だということになるかどうか。一度これ

はその中で議論を、ただ今のところ私の

感覚では相手市を明示しない中でのビジョ

ンなり、財政基盤なり、そのメリットが

出せない状況の中で合併そのものをトー

タルとしてのアンケートは可能でありま

すが、そういうアンケートになりますと

島本町のように非常に住民としてわかり

にくいアンケートになりはしないかとい

う気もいたします。

　そういったことの中で、調査委員会が

ございますので、その中でいろんな私ど

も内部では検討いたしますが、その中で

も十分議論をさせていただきたいという

のが今の考え方でございます。

○三好委員長　浜崎次長。

○浜崎消防本部次長　それでは、２度目

のご質問にお答えいたします。

　長期的には、事業者への理解や幼年か

らの防火意識をはぐくませるなど、教育

の場を活用しての働きかけを検討してい

きますが、実際欠員が生じている現状で

は、やはり積極的に地元分団への団員確

保を働きかける方法をとらざるを得ない

と考えております。

　そして全市的には、新興住宅地を含め

て勧誘するよう、団幹部の方々を通じて

地元にお願いしております。また、団長

をはじめ、幹部の方々と十分協議を重ね、

直接勧誘とあわせまして、消防団に対す

る住民の参加や連携を促進し、さまざま

な広報媒体を活用し、団員の確保に努め

てまいりたいと思っております。

　また、委員がおっしゃっておりました

消防団の再編成につきましては、ただい

ま申しましたこれらのことが不調におわ

りました場合、やはり分団の定数の見直

しや、各分団の再編成、統廃合を検討し

ていかなければならないという段階に行

くわけでございます。

　しかしながらまず、今の指針といたし

ましては、人員の確保が先決であると考

えております。

○三好委員長　有山課長。

○有山政策推進課長　今後どういうふう

に動かしていくかということでございま

すが、３市１町の地下鉄延伸協議会、こ

れは高槻市、茨木市、摂津市、島本町で

すが、これに守口市、寝屋川市を加えた

淀川沿線地下鉄延伸研究会というものを

つくっております。これらのものを通じ

るとともに、それともう一つ、大阪市が

核都市になります。隣接都市協議会とい

うのでこれは１０市あります。地下鉄２

号線については、八尾市も含めた一環し

た鉄道でございますので、交通局にそれ

らの都市と合わせて、今現在隣接都市協

議会では、広域行政のあり方という研究

会を立ち上げてしております。その中で

本市は地下鉄の延伸について八尾市と提

携して要望をしているところであります。

　そのようなあらゆる機会を使って、今

後についても待ちの姿勢ではなくて、積

極的に働きかけていきたいというふうに

思っております。

○三好委員長　山本善信委員。

○山本善信委員　合併問題は、今、助役

の方からご答弁いただいたわけですけれ

ども、その中で以前の昭和の大合併のと

きには、一定の審議会というのがありま
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して、その審議会の中で一定のこことこ

こと合併した方がよろしいですよという

ことで、答申が出されて、そのもとでい

ろいろ各市町村の動きがあって、それで

結果的にいろいろ問題がでてきて、紛糾

したときには紛糾の中で調停の役目とし

て出てきて、それでその調停に基づいて

事が動いたというような形が具体的な動

きとしてあるように以前から話を先輩方

からお聞きしているわけですけれども。

　だからそれと同じような形とはまでは

いいませんけれども、似たような形が今

度の新たな来年の４月以降からの今国会

で表へ出てきている話の中にそういうふ

うなことまでを含めて、事が動き出そう

としているのではないかということがあ

るわけです。そういった中で、大きい市

と小さい市ということになれば、当然、

対等合併というのは生意気な、ちょっと

言葉は悪いですけれども、そういう形は

なかなか言い出しにくいわけですし、仮

にそういうふうに言っても大きい方にし

たらちょっとプライドがあると思います

から、むしろ吸収合併ということの選択

も、選択肢の１つとして考えるというこ

とも１つかというふうに思うのです。

　先来から、大阪市との合併の問題も具

体的にいろいろと１つ検討してみてもど

うかというような話を、この議会でも、

あるいはまた我々の調査会の中でもあっ

たわけですけれども、そういったことも

含めてこれから、これ以上議論しても、

前へ進めないと思いますので、これでや

めますが、とにかくそういう周りの動き

にもう少し具体的に対応して、できるだ

け早い機会に市民の皆さんの意向を問う

べく方策を考えていただけたらというふ

うに思います。

　市民の中にもどうするのや、どうする

のやという話が非常に底流としてありま

して、このままでは立ち行かないという

ことでの話があるように思いますし、生

活圏その他で考えて、行政区域が違うた

めのいろいろな問題点というのは隣接の

ところで幾らも起っているように思いま

すし、市民の意識の中でもそういうこと

が起っておるわけですから、それについ

てこの摂津の行政当局として十分に考え

ていただいた上で、できるだけ具体的な

動きを早急にしていただけたらというふ

うなことを思いますので、よろしくお願

いいたしたいと思います。

　それから、消防団の話ですが、今の答

弁で具体的にこの出していただいた資料

から見ましても、千里丘の第１分団、こ

れは具体的に名前を出したらちょっと具

合悪いかもしれませんが、あえて出しま

すと、千里丘の第１分団というのは、こ

れは４月からゼロになるわけですね。団

員の数が。そうしたらこれは、まあ言う

たら消滅でほっておくのかという感じに

なりますし、そしたらたちどころにその

守備範囲をどうするのやという話になっ

てこようかと思いますし、幾ら現場へ頼

みに行って出てくださいといってもでき

ないとなったら、それはそれでその守備

範囲を急遽別の形にしなきゃならないと。

具体的に動き出さなきゃならん話がある

わけです。これで半分とは申しませんけ

れども、３分の１がほとんど１０人、１

１人という数字ですけれども、充足に近

い状態になっているわけですが、定数の

問題そのものも考え直さなきゃならない

というような数字だというふうに理解し

ておるわけですね。こういう状態がもう

ここ何年も続いているわけですから、だ

からその辺のところを十分考え合わせて、

ぜひこれも今、いろいろ努力していただ

いているということはわかりますけれど

も、さらにこれからこの年度でしっかり
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めどをつけて、どうするのかということ

についてもっと具体的にやり方を、あれ

もやる、これもやるということではなし

に、現実にどうするのやということをもっ

と具体的にその動き出して、そういうこ

とで安心を確保するための努力をしてい

ただきたいということで、これはもうお

願いしておきます。

　それから、地下鉄の問題等にしまして

も、これは２００５年までということの

間の中での措置ですので、取り残されな

いように、しっかりと非常に地味な話で

実際に事業が動き出すということになっ

てからでも、５年、１０年かかるわけで

すから、しっかりとその辺のところを踏

まえて基礎づくりをしていただきたいと

いうことをお願いします。

○三好委員長　大澤委員。

○大澤委員　２点余りちょっとお尋ねし

たいと思います。

　１６年度予算の中で、財源の拡大とい

いましょうか、増収を図るという、いわ

ゆる政策推進の面で全般的なことの中で

お尋ねしたいと思います。まず、以前か

らずっと申し上げてきました駐車場の有

効活用と遊休地の効率的な運用というこ

とを言ってきました。それで、１５年度

より遊休地については貸地として、いろ

いろな方法でもって収益を上げてこられ

ております。これは一定の成績を上げて

おられますので、そのご努力に対しては

高い評価をしたいと私は思っております。

　ただ、次に駐車場の問題ですけれども、

以前から個々の駐車場を上げますと、そ

れぞれ所管が違いますけれども、政策推

進面から財政という角度でとらえていき

たいと思うのですけれども、具体的に以

前から言っております小川駐車場のケー

スを申し上げますと、１１年度にとにか

く約４００万円の支出があると。それに

対して収益が５３万と。そうしますと３

４３万の持ち出しということになります

ね。それを指摘しまして、その後５年の

経過があります。全然、改善されずに１

２年度に再度申し上げた結果として２０

０円の駐車料金を３００円に上げられた。

その結果としては１００万円プラスにな

りましたから、３３０万円ほどの支出が

２１０万円と。例えば１３年度は２１０

万円であり、１４年度は２３３万円と。

１５年度のこれは推定ですけれども、大

体２３０万円の持ち出しであろうと。そ

うしますと５年間で約２，０００万円の

支出と。それに対して収入が６８０万円

と。盛んに民間のコスト意識とか手法と

か言っておられますけれども、民間企業

でこんなばかげた財政状況で５年間も続

けるというのがどこにありましょう。

　ですから、個々の駐車場を考えますと

所管によって違いますから、いろいろ事

情がございます。しかし、以前から一貫

して駐車場対策ということで財政におい

ての収入を上げるべしということで提案

してきましたけれども、何らそこにはそ

ういった努力が見受けられないと。

　このままでいきましたら、１６年度も

全くそのままの計画であって、何ら手を

加えてられておらないということになり

ますね。その辺のコストに対する意識を

お尋ねしたい。

　もう一点が、庁舎前の駐車場の整備に

ついては、大体年間に６５０万前後の費

用が要っている。これはシルバーに払っ

ているわけですけれども、これとて５年

間さかのぼったら、３，０００万以上の

お金になるのですよ。それでこの後、ま

た手数料の問題が出ますけれども、２０

０円を３００円に上げるという手数料の

値上げ、それでとにかく今市民に負担を

かけないということが一番大事なことで
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はないかと。そのときに市の財産という

のは市民の共有財産ですから、それを効

率的な運用をもって、収益を図るという

ことは、まず真っ先にすべきことではな

いかと思っています。ところがそういう

努力がなされていない。それについてお

考えをお聞きしたい。

　それからもう一点は、１６年度の緊急

地域雇用創出特別基金の事業ですね。こ

れは国からの費用でありますけれども、

１５年度も出ておりました。１６年度も

あります。この内容について、当初の計

画と現在とそこには違いが出ておるので

はないかと。そしたら当初の予算額で私

どもは聞いておりましたけれども、その

内容をもう一度、現実の事業名と金額、

これをお知らせいただきたいと思います。

○三好委員長　一番目の財源の増収を図

ることについては財政、行革、今の小川

駐車場は一応例に出しているけど、今言っ

ているコスト意識で行革をどういうふう

に進めて、財源の確保を図っていってい

るのやという視点で答弁お願いできます

か。

　行革の方から有山課長。

○有山政策推進課長　では、遊休資産の

活用というご質問であったと思います。

駐車場の活用という形でしている施設そ

れぞれの附属した施設に対して有料にし

てはいかがかということであると思いま

す。

　従前コストという意味でいうと、事務

事業評価を導入したときに、従前と違う

コストの論議をさせていただいています。

それはかけたコストを単純に転嫁するの

ではなくて、コストの方が引き下げられ

ないかという議論を割としております。

　したがいまして、今ありましたような

駐車場の整備というような形であれば、

庁舎の駐車場の管理経費６５０万円とい

う委員のお話でございましたが、５年前

に比べると相当減っているはずでござい

ます。それはそこを有料にしてそのまま

維持をするか。あるいはコストを引き下

げる努力をするかということで、市民に

供する場合、そういう単にそこに転嫁を

していくだけではなくて、行政の側の努

力をしようではないかということを、そ

れも含めたコスト、民間と違った意味で

の行政の役割というので、そういうコス

ト意識という議論をこちらの方ではして

いるところであります。

○三好委員長　川崎次長。

○川崎総務部次長　緊急地域雇用創出特

別基金の件でございますが、当初に計画

しておった部分と１６年度予算に計上し

ておる部分との違いという内容でござい

ます。

　事業名で申しますと、当初市有建築物

保全調査事業で、これは予算に計上して

おるわけでございます。これにつきまし

ては今年度より教育委員会の所管でござ

いますスクールガード推進事業、これを

新たに追加した経緯がございまして、先

ほど申しました市有地建築物保全の部分

で若干の予算をスクールガード推進事業

の方へ振り分けたという部分で若干国に

提出しておる計画と、この１６年度やろ

うとしておる計画と若干の相違が出てき

ておるというところでございます。

○三好委員長　大澤委員。

○大澤委員　コストの面について、収益

を図るという以外に確かにおっしゃられ

るように、支出を減らすということも当

然であります。しかし、現実問題として

ゼロにはできないと思います。そうした

らゼロにはできないというよりも、むし

ろゼロにすることを考えるべきだと。そ

れからプラスに転じるということに当然

考えるべきだと思います。
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　ですから、支出を減らしていったとこ

ろでマイナスはマイナスで、やはり年を

重ねるごとによって累積で額としてはふ

えていくわけですから、私はそのような

考え方についてはコストというような意

味合いでは理解ができません。

　次に、緊急地域雇用創出特別基金です

けれども、市有建築物保全と、若干とい

いますのはどういう数字ですか。金額を

明確に示してください。

　次に、それ以外のものは全然触ってい

ないものか、それ以外のものも金額が変

わっているものか、その辺ももう一度お

尋ねします。

　それから、遊休土地についてで、もう

一点は担当の方によって随分進め方が違っ

てくる。担当の管理職員の方の考えかた

とか努力によって非常に遊休地等の貸し

出しが広がってきますし、また早くなる。

同じことであっても担当者が変われば、

またそれが促進されないような面があり

ます。市として基本的にはだれになろう

とも、やることはやるということでない

とおかしいのではないかと思います。

　例えば、１つの例を最近聞きましたけ

れども、パーキングに貸したところが利

用者が少ない。契約を解除したいという

話があった。そのときにそうですかとい

うことで受ければ、それでゼロになって

しまうのですね。

　ところが向こうはそろばんが合わない

から撤退したいということですから、幾

らまで貸出料を減額すれば合うのだとい

うことで再度交渉して、そしたら２０％

なら２０％という数字でもって納得され

て、また再びお使いいただけるというこ

と、このような柔軟な考え方が非常に大

事でして。ゼロか１かではなくて、それ

だったらどのような形をすれば、継続し

て借りてくれるのか。借りてくれている

ものを解除すれば全くゼロになってしま

うのです。

　ところが例えば２０％引いたところで、

ゼロではありませんし、遊ばせているこ

とを思ったら非常にプラスになるという

ようなことから思いましても、考え方の

柔軟性と同時に市の方針としてしっかり

したものの考え方、とらえ方がないと、

担当者によって変わるという面があって

は困る。また具合悪いのではないか。お

かしいのではないかという思いがします

ので、その辺、市としての基準、考え方

の根本を聞かせていただきたい。

　それと駐車場の件につきましても減額

してとにかく支出を減らしていったらい

いと。そんなのんびりしたことを言うて

いる財政の状況ですか。

　とにかくマイナスをゼロにするのだ。

プラスに転じるのだという決意がなけれ

ば、こんな財政なかなかそんなものプラ

スにならないと私は思います。

　民間企業のように、大きなリストラと

いうことはできませんけれども、いかに

資産運用することによって、遊休土地を

有効に働かす、また駐車場そのものは受

益者負担という、これを原則としてやる

べきだと。結局、マイナス面を手数料だ、

何だということで、市民に追いかぶせて

いるわけです。

　それであれば使う人が使うように料金

を払うということが当然ではないかと。

私はそう思いますので、そのあたりもも

う少し明確なお答えをいただきたい。

○三好委員長　先に財源の確保の関係で、

有山課長。

○有山政策推進課長　適正な受益者負担

ということであると思います。

　当然、すべてのものが受益、もちろん

それは税も含めての話でありますが、賄

われております。それは全体でバランス
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するものであると思います。使用者等で

収益を上げるものについては、収益を上

げたかどうかということでございますが、

施設に付随した駐車場ということであり

ますと、施設に付随したということで、

それ自身が駐車場としての機能というこ

とではないというふうに考えております。

施設を利用するということでの付随した

施設である。

　一方、駅前の駐車場のように、もとも

と企業会計といいますか、駐車場として

の位置づけをなされて、収益を上げるべ

く建設されたものと、当然、同じ駐車場

でありましても、その性格は異にすると

いうふうに考えております。

　ただ、１点、今後、改めていきたいと

思いましたところは、根本的に基準を定

めてその方向に全庁で取り組むべきでは

ないかということについては、今、以上

に基準を定めて一定の方向で努力をして

いきたいというふうに考えております。

○三好委員長　川崎次長。

○川崎総務部次長　当初に府に提出して

おりました計画と１６年度予算で先ほど

申しましたスクールガード推進事業を新

たに提出しております。スクールガード

の予算でいきますと、１，３３８万５，

０００円、これをこの緊急地域雇用創出

特別基金でもってやると。当初に計画し

て出しておりましたのは、先ほど申しま

した市有建築物保全調査事業、これが当

初２，３８５万１，０００円という形で

府に提出しております。それと古文書目

録製作事業、これで６９９万１，０００

円。こういう形で当初、府の方へ計画の

申請をいたしておったわけでございます

が、急遽、スクールガード推進事業をやっ

ていくという一定の方針のもと、この市

有建築物と古文書の部分で調整をいたし

まして、スクールガード推進事業へ１，

３３８万５，０００円を振り替えたとい

うことでございます。

○三好委員長　大澤委員。

○大澤委員　今、駐車場の問題ですけれ

ども、施設を使う人についての駐車場の

あり方ということをおっしゃいました。

それならば、市役所へ土曜日、日曜日に

駐車されている車についてはどのような

お考えですか。市役所に目的があって来

られたということではなくて、市役所の

駐車場を利用してほかへ行っておられる

ということについては、今の答弁と合わ

ないじゃないですか。

　次に、小川の駐車場は有料ですね。判

を押せば無料になりますけれども、そし

たらふれあい広場の駐車場はずっとあれ

空いていますね。その整合性はどうなん

ですか。向こうは１銭も取っていません

ね。であれば小川の駐車場とふれあい広

場は同じように取るべきではないかと。

文化ホールとか、また福祉会館に行かれ

る方が利用されていると私はそう思うの

です。ふだんのときはいつもふれあい広

場は空いていますね。それはどういうこ

とですか。おかしいやないですか。その

辺はどうですか。そのあたりの一貫性が

ないということを言うのです。所管が違

うから、それぞれ違うのだということで

はなくて、市としてまとまった形の中で、

やはり受益者負担という原則のもとに駐

車料金をいただいたらどうか。それによっ

て少しでも収益の上がるような方法をとっ

たらどうかということを申し上げている

のです。それについてもう一度お尋ねし

たいと思います。

　それから、雇用促進については、今、

ご説明がございましたけれども、急遽、

変更になったということは理解ができま

すし、これは状況によってやむを得ない

と思います。
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　ただ、雇用の創出特別基金ということ

は、新しくそういう事業を打ち出して、

雇用を広めようということに私は解釈し

ているのですけれども。その面からいき

ましたら、とにかく基金が国から来る間

はできますけれども、終わればそれで終

わりだということであれば、何か尻切れ

トンボのような思いもしますし、継続性

のない事業だなと。雇用される方にとっ

たら、ことし１年はいいけれども来年か

ら全くあてにも何もできないというよう

なことではなくて、継続して事業があり、

またそれによって雇用が続けられるとい

うような要素もその中には必要ではない

かと思うのですよ。そういう面がこの中

では見受けられない。そういった工夫に

ついては、どのようなお考えか、再度、

お尋ねいたします。

○三好委員長　暫時休憩します。

（午前１０時５５分　休憩）

（午前１０時５６分　再開）

○三好委員長　再開します。

　総務部長。

○奥村総務部長　そしたら私の方で答え

られる部分につきまして、お答えさせて

いただきます。

　まず、駐車場全体の部分ですが、それ

ぞれ所管によりまして有料、無料、こう

いう矛盾点がご指摘されました。当然、

その分については今後整理していかなけ

ればならないというふうに思っておりま

す。ただ、全体駐車場の有料化、無料化

の分につきましては後ほど議案もござい

ますように、手数料条例、今回改正させ

ていただいております。これらはやはり

近隣各市の状況を斟酌しながら決めていっ

ているという状況もございます。

　先ほど政策推進課長が言いましたよう

に、駐車場そのものを目的に利用される

場合、それから施設に付随して駐車場が

ある場合、それぞれ近隣各種の状況もや

はり斟酌をしながら有料にするのか、無

料にするのか、決定していかなければな

らないというふうにまず考えます。

　それから、緊急地域雇用創出特別基金

事業でございますが、これは平成１６年

で一応基金事業が終わります。財政の方

といたしましては、若干質問と趣旨異な

るのですが、今後、継続的に雇用が続か

ないような事業というのをまず考えます。

それぞれ国の方から基金として補助金を

いただきます。その補助金を活用して、

今後実施しなければならない。断続的な

事業については、まずこれを基金を充て

ていきたいというふうに考えています。

　先ほどの説明の中でスクールガードと

いうのがございました。平成１６年度で

これ１，３００万ほど充当させていただ

いていますが、平成１７年につきまして

は緊急の特別基金事業がなくなります。

教育委員会の方では、このスクールガー

ドの部分を今現在ではシルバーを予定さ

れているのですが、平成１７年からは有

償ボランティアという形で予定もされて

います。そういう基金の充当の仕方、今

後の分につきましては、できるだけ支出

が伴わないというふうに、こういう事業

を考えさせていただきました。

○三好委員長　大澤委員。

○大澤委員　雇用地域創出特別基金事業

につきましては、ご説明で一応理解いた

します。それで、内容につきまして、事

業名等はざっと以前に耳にしておりまし

たので、きょうお尋ねしたわけですけれ

ども、改めて事業名とその予算額という

ことをお知らせいただきたく思います。

これお願いしておきます。

　次に、駐車場問題、これは財政を求め

る上での基本的な考え方ということで以

前から申し上げてきましたことですから、
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小川駐車場については１つの例として申

し上げたわけで、あれにこだわっている

わけではないです。ただ、そういうマイ

ナスが出ておると。６８０万円ほどの収

益を上げるのに２，０００万もお金を使

うようなことを、この財政の中でやって

おっていいのかと。そういう市の財政の

収支についての基本的な姿勢ということ

を問うたわけでありますから、あくまで

も１つの例としてご理解いただきたいと

思います。

　今後においても、そういう角度からと

にかく収益を図るような工夫をしていた

だきたいということをお願いしておきま

す。

○三好委員長　緊急地域雇用創出基金の

件で、川崎次長。

○川崎総務部次長　それでは、１６年度

当初予算に計上いたしております緊急地

域雇用創出特別基金事業は、環境美化推

進強化事業、予算額が４６８万３，００

０円。公園等砂場消毒清掃事業、予算額

３１６万１，０００円。それからスクー

ルガード推進事業１，３３８万５，００

０円。それから市有建築物保全調査事業

１，０４５万９，０００円。学校図書館

ＩＴ化事業６９９万８，０００円。それ

から障害者授産作業所活性化事業４２０

万円、それから学校教育情報化ポータル

サイト構築事業１，２５４万２，０００

円。この６事業でございまして、総合計

で５，５４２万８，０００円となってお

ります。

○三好委員長　ほかにありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○三好委員長　以上で質疑を終わります。

　暫時休憩いたします。

（午前１１時２分　休憩）

（午前１１時５分　再開）

○三好委員長　再開します。

　議案第２４号所管分の審査を行います。

　本件については、補足説明を省略いた

しますが、本件に関する議案につきまし

ては、各所管にまたがっておりまして、

総務で所管いたしますのは議案参考資料

の１７ページの（４）市税に関する事務

と、１８ページの（６）にかかわるウ、

キ、クの部分が総務の所管になっており

ますので、よろしくお願いします。　そ

れでは、質疑に入ります。安藤委員。

○安藤委員　最初に、今回の摂津市手数

料条例、今、委員長からもご説明いただ

きましたように、各所管に分かれていて、

先ほどの駐車場の考え方について全体的

な考え方ということでご質問もされ、ご

答弁もされておられたわけなんですが、

それぞれ総務の所管について聞かせてい

ただく前に、今回の手数料の値上げにつ

いての基本的な考え方というのをはじめ

にお聞かせをいただけないかというふう

に思います。

　それから、あと個別にお伺いしますが、

一般会計の予算の審議の中で、今回の総

務所管の中では、市税関係の手数料が２

００円から３００円に上がると。それぞ

れの影響額については、各所管課ごとに

はざっくりとした数字を書きとめておる

ので、正確ではないかもしれませんが、

市民税課では１００万円。納税課で１３

万５，０００円。固定資産税課で約２７

万円ということであったと思います。

年間でこれだけの負担が各市税関係での

証明を申請する上で、負担が大きくなる

ということだというふうに思っているわ

けですが、この市税関係のこういった各

種証明というのは、具体的に一体どうい

う方がどういう目的で申請をしてとるも

のなのか。基本的なことについてお伺い

したいと思います。

　それから、改定部分で第２条の第６号
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の中に、ウとキとクが総務の所管になっ

ておりますが、その中のウについて、火

災、震災、風水害その他これらに類する

災害に被災したことの証明というふうに

あります。これも今回２００円から３０

０円かに上げられるということでありま

すが、これについても具体的にだれが、

どういう目的でこの証明を申請されるの

かについて、お聞かせください。

　あわせて、ウ、キ、クのキ
は、ずれ

ただけだというふうに理解しているので

すが、最後のクのアからキまでのいずれ

にも該当しない証明というのはどういう

ものがあるのかについて、お聞かせいた

だきたいと思います。

　それで、一番最初にお伺いしていた今

回の手数料の改定について、各委員会所

管別のものもあるかと思いますが、全体

としてこの手数料を、今回、値上げをす

るということの考え方とあわせて、今回

の手数料改定において、全体的に市の収

入としてどれだけの増額を見込んでいる

のかということについても、あわせてお

聞かせいただきたいと思います。

○三好委員長　最初の全体的な考え方と

収入増について、答弁を求めます。

　市長公室長。

○中西市長公室長　全体的な手数料の改

正についての考え方でございますが、本

会議の条例改正の提案説明の中でもご説

明申し上げたと思いますが、前回の改正

につきましては、平成７年４月１日にさ

せていただいたわけでございますが、そ

れから約８年を経過しておるわけでござ

いまして、北摂各市の手数料の額及びそ

の改正状況を考慮いたしまして、改正を

いたすものでございます。

○三好委員長　川崎次長。

○川崎総務部次長　それでは、手数料の

改定に伴います増収の部分でございます。

当初の改定の部分で上がる部分、増収額

が約９４１万２，０００円ということで

ございます。

○三好委員長　南野参事。

○南野総務部参事　火災、震災の際のそ

ういう手数料はどのようなときに、どの

ような目的で請求されるかということで

ございますけれども、これは平成７年の

阪神淡路大震災がありましたが、そういっ

た大災害が発生した際に、保険会社に対

する建物の被害のそういう請求をされた

際に、罹災証明として使用されるもので

ございます。

○三好委員長　奥田参事。

○奥田総務部参事　市税関係の証明はど

ういうときにとるかというご質問でござ

いますが、市民税課所管では住民税決定

証明、営業証明等がございます。特に多

いのは住民税の決定証明でございまして、

これは所得額、府市民税額を証明するも

のでございます。

　主には金融機関に、例えば、住宅ロー

ンを借りるときの証明。また府営住宅と

か市営住宅等を借りるときの証明。また

児童手当、児童扶養手当等の証明等々で

ございます。

○三好委員長　浜崎次長。

○浜崎消防本部次長　先ほど南野参事か

ら言われましたことに重複するかもわか

りませんが、火災、その他これらに類す

る災害に被災したことの証明についてご

説明します。

　消防所管におきましては、火災証明、

いわゆる罹災証明書というものをお出し

しております。それにつきましては、罹

災された方に対して発行いたしまして、

罹災した方が損害保険会社、あるいは税

務署等に持っていかれております。

　その他の証明といたしましては、傷病

者搬送証明書、いわゆる救急搬送証明書
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です。これも同じく損害保険会社等に持っ

ていかれる場合が多いと聞いています。

　その他の証明の中のその他の証明でご

ざいますが、火災に至らない損害、平た

く申しますと、風呂の空焚き等のなどの

証明といたすものでございます。

○三好委員長　西村参事。

○西村総務部参事　固定資産税関係にお

答えさせていただきます。固定資産税で

は、閲覧、評価証明、公租公課証明とい

うのがございまして、閲覧は不動産の売

買されるときとか、普通一般の方ですけ

れども、土地家屋の台帳の閲覧、これは

沿革などを調べられます。これの関係で

す。それから評価証明、これは何をされ

ますかというと、ほとんどの方は法務局

の印紙税の計算で取りに来られます公課

証明はどういうときかといいますと、大

概が売買されるときに途中の売買があり

ます。そのときに幾らＡの方が払って、

Ｂの方が幾らというときに、計算をされ

るというものであります。

○三好委員長　井田参事。

○井田総務部参事長　各種証明のうち、

納税課にかかわります分につきましては、

納税証明、これにつきましては主に金融

機関等の融資等に使用されるということ

で、市税を完納していることを証明する

ものでございます。

○三好委員長　石田参事。

○石田総務部参事　アからキまでのいず

れにも該当しない証明として、私ども契

約検査課では、諸証明で施工証明、市の

工事等の施工したときにどういう施工を

したかということで求められるときがご

ざいます。そういう証明を発行している

ということがございます。

○三好委員長　安藤委員。

○安藤委員　細かくお聞かせいただきま

してありがとうございました。全体で９

４１万円の収入増ということであります。

約８年この手数料も据置のまま来ていて、

北摂７市の状況も見たときに値上げをす

るのが妥当だというようなことでのご説

明だったかと思うのですが、もちろん財

政難の状況の問題、それから値上げがこ

の間ずっと固まっていたという状況もあ

るかと思うのですけれども、市民の皆さ

んが市役所について求めてくる証明の中

には、生活していく上で必ず必要な証明

というものも多々あるかと思います。や

はりこうした証明に対する手数料の負担

というものについて、先ほどもご説明あ

りましたけれども、コストをどのように

下げていくのかという努力がこの間、さ

れてきて据置だというふうにご説明され

るのかもしれませんが、こういう深刻な

財政難と同時に、市民生活が大変な状況

に陥っているようなときだからこそ、こ

ういうところにもうひと踏ん張りする必

要があるのではないかと思うわけです。

　例えば、一方では大きな億単位のお金

の動く事業が行われる。また何度も出し

て恐縮ですけれども、予算と決算の乖離

で不用額が何億と出るような状況が続い

ています。これは財政手法の中ではいた

しかたないということもあるかと思いま

すが、こうした一方で一つ一つの手数料

で１００円、２００円という負担を、今

この時期に市民の方にお願いしていくと

いうのはどうなのかなと思うわけなんで

すが、その点、改めて市として、こうい

う上げても９４１万円、この１つ小さい

ことの積み重ねが大事だとおっしゃるの

かもしれませんが、こういう小さいこと

だからこそ、市民の側に立って、ここは

もう少し踏ん張ろうというような判断も

あるのではないかと思いますが、その点

についてはいかがかなと。

　それから、北摂の状況がご説明いただ
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いたのですが、北摂、それから大阪府下、

すべて２００円から３００円というふう

な状況になっているのか。他市の３００

円はどのぐらいの割合になっているのか。

２００円で頑張っているところはどのぐ

らいあるのかということについても、ちょっ

と資料としていただきたいと思うのです

が、ありましたらご答弁いただきたいと

思います。

　あわせて、市税関係の証明の関係で、

さまざまな用途で証明を取りにこられて

おられますが、所得の住民税決定証明な

どでは福祉関係の申請に必要なものであ

るとか、多々利用される方がいらっしゃ

るかと思います。先般の一般会計予算の

審議の中でご答弁いただいていた中で、

そういった福祉関係の手続においての諸

証明については手数料はいただいており

ませんというようなお話をされていたか

と思うのですが、その点はどういった点

については手数料免除なのかという規定

などはきちんとあるのかどうかです。

　その点をお聞かせください。お願いし

ます。

○三好委員長　この時期の値上げはいか

がなものかなという質問が、総括的な質

問が出ていますので。奥村部長。

○奥村総務部長　値上げに関して私の方

からご答弁申し上げます。もちろん財政

の部分につきましては歳入は１円でも多

く、それから歳出の方には１円でも安く

というのが基本的な原則でございます。

一つ一つの手数料、２００円から３００

円ということで、今のご時世の中に１０

０円が非常に堪えられる方もおられます

し、大半は１００円についてはご負担し

ていただけるものというふうに思ってお

ります。

　ただ、その手数料ですが、本来的には

市が財政を預かるときに受益者負担とい

うのは当然のことだというふうに思って

おります。

　先ほどの議案のときに大澤委員の方か

ら受益者負担ということが発せられてお

ります。当然、私どもも受益に対し負担

をしていただくというのが原則でござい

ます。ただ、３００円にいたしましても

受益に対して負担というふうにはなって

おりません。各市の状況を見まして、３

００円につきましては負担していただけ

る限度かなというふうに思っております。

　それで、９４１万円でございますが、

先ほど言いましたように１円でも多くと

いうことの基本で９４１万円収入をさせ

ていただいております。

　不用額という質問の中であったのです

が、不用額もうちの方は例えば１００、

予算計上いたしましても、９０、あるい

は８０でも執行できるようであれば支出

削減をしていっていただいて、残り１０、

あるいは２０を不用額で返していただく

と。それがひいては基金に積戻しができ

るというふうに考えております。

○三好委員長　南野参事。

○南野総務部参事　総務防災に係る震災

風水害その他に関する証明の免除措置に

ついてでございますけれども、ご指摘の

ありましたように災害で被害を受けた方

から手数料を値上げして取るということ

でございますけれども、条例の中で免除

措置がございまして、自然災害に限りま

しては、手数料の施行規則によりまして、

自然災害に関しては免除いたしておりま

す。それでこれまでのことにおきまして

は、平成１１年から１５年までの実績で

いきますと、証明の発行は１９件ござい

まして、すべて免除措置をいたしており

ます。

○三好委員長　奥田参事。

○奥田総務部参事　市民税課関係で、住
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民税決定証明及び所得証明なんですけれ

ども、これは北摂各市の料金比較という

ことでございますので、１５年度の手数

料でございますが、高槻市が２００円、

吹田市が１５０円、豊中市３００円、池

田市３００円、箕面市２００円、茨木市

が３００円でございます。

　それから、手数料の免除の関係でござ

いますけれども、これは国または地方公

共団体から事務上の必要により請求があっ

たときということで、これが先般お答え

申し上げました公用のということでござ

います。

　それから、あと公費の扶助を受けるも

の、または公費の扶助を受けようとする

ものから、その必要により請求があった

ときということでございます。これは生

活保護のことでございます。

○三好委員長　安藤委員。

○安藤委員　北摂７市のをいただいたの

ですけれども、すべて３００円かと思っ

たらそういうわけでもないわけですね。

それぞれの自治体の判断の中で値上げす

るか、しないかということがありますか

ら、よそがしているからとか、していな

いからというのは判断基準であって、そ

のときにどう判断するかというのはその

とき、そのときの市政の考え方にあるの

かなと思うのですが、９４１万円という

のは確かに大きな額というのは大きな額

ですし、予算全体からみると、それほど

大きな額ではありません。

　何度もいいますけれども、市民生活、

それから市内で事業を営んでおられる方々

がさまざまな事業展開していく上で、生

活をしていく上で必要となる公的な書類

を市役所に取りに来られる。その書類が

この間までは２００円だったものが３０

０円になっていました。１００円は何と

か総務部長おっしゃられるように、１０

０円上がったら払われへんというような

額でないのかもしれませんけれども、こ

こには値上げされているという感覚とい

いますか、値上げされているのだなとい

うのが市民に直接伝わっていくものだと

思うわけなんですけれども。こういった

積み重ねが市民への負担感をどんどん増

大させていくのではないか。市民へのな

ぜ値上げになるのだというようなことの

説明が今までされてきたのかどうか。そ

れからほかの財政運営、今まで借金はど

うだったのか。膨らんでしまいますけれ

ども、そういうようなところにもつながっ

てくる問題だと思うわけです。

　先ほどのご答弁の中でありましたけれ

ども、できるだけコスト意識の中でも、

コストをどのように見ていくのか。でき

るだけ市民の負担に頼らないように、で

きるだけ努力をしてコストを削減してい

く。抑えられていくものは抑えていく。

そういう姿勢を示していくということが、

今、逆に行革をいろいろと展開されてい

こうというときには、一方では大事な面

があるのではないかと思うわけです。全

部値上げをしなければいけない。とにか

く収入確保をしなければいけない。重箱

の隅をつつくような形でやっていいもの

かどうか。これは重要なもので、これは

上げさせてもらいますけれども、これに

ついては頑張っています。

　一歩、二歩下がりながら三歩進むやり

方自体、私ども一つ一つ検証しないとい

けないと思いますけれども、そういう細

かなところまで収入を市民の方にお願い

をしていくということの考え方はどうか

なというふうに思うのですが、その点だ

け最後にちょっとお聞かせください。

○三好委員長　奥村部長。

○奥村総務部長　ご質問なんですが、そ

れぞれ手数料の値上げの部分につきまし
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ては、本質的には財政の方は手数料を値

上げをして、収入増を図りたい。これは

１点あります。市全体といたしましては、

それだけ市民に負担をかけるという部分

で、先ほどおっしゃられましたように、

９４１万円の収入を得るために、市民か

らの不平不満を買うということは果たし

てどうなのかという観点もございましょ

うし、それぞれそういう調整の結果の中

で、値上げをさせていただきました。こ

れはひいては今の財政状況の逼迫に伴う

ものでございます。

　それぞれ受益者負担というのが当然の

ことでありまして、１００収入があれば

１００以上の支出。これを努力するのが

我々の使命というふうに思っております。

ただ、１００以上の支出に対して８０と

か９０ということになりましたら、財政

パンクするのは当然目に見えております

ので、そういう財政状況も市民の方にそ

れぞれ広報等機会を通じまして、わかっ

ていただく。あるいは手数料の分につき

ましても値上げ等々につきましては、広

報を通じながら市民の方に理解していた

だく。そういう市民と市行政との信頼関

係というのでしょうか。理解ではじめて

事が進んでいくのかなと思っております。

　今回の値上げにつきましては、財政状

況が逼迫しているということでご理解お

願いしたいと思います。

○三好委員長　有山課長。

○有山政策推進課長　全体的なことで、

使用料、利用料、受益者負担は受益を受

けるものがコストの一部を負担するとい

うことで、負担の公平性を確保していま

す。言い換えますと使用しないもの、利

用しないもの、受益を受けないものが納

めている税金で、受益を受けるものだけ

を賄うという方法を回避するということ

であります。

　もともと平成１０年９月に策定されま

した財政健全化計画で、３年ごとに負担

の公平性の観点から見直しを図るという

ふうにしてきたところであります。

　例えば、市民課で発行しています住民

票の発行件数なんですが、これが１４年

度で６万８，２９７通ございます。これ

にかかりまして本市の方で負担しました

決算額なんですが、人件費をあわせまし

て１億３５３万４，０００円余りであり

ます。１通当たりのコストにしますと１，

５１６円という単価が出てきます。こう

いう形で必ずしもその部分を全部負担し

ているというわけではないのですが、一

部その部分についてのコストを負担して

いるということです。

　ただ、本市の場合、この決算額につい

て電算経費は含まれておりません。同種

の統計を出しております兵庫県尼崎市で

は、１通当たりでは二千二、三百円の金

額となっております。

　それから、基本的にその３００円に対

する考え方なんですが、今言いましたよ

うに、費用のすべてを逆に計算すると、

１，５００円ということになるのですが、

この間、ＡＢＣ分析というのを少し答弁

のときにさせていただきました。アクティ

ビティ、活動に対する費用を基本にして

コストを計算するということなんですが、

本市の職員の給与９４０万円と見ており

ます。これは職員適正化計画のときに８

００万円と見ておりますのと、事務事業

評価で９４０万円と見ておる差は退職金

を含めて、雇用者負担も含めて９４０万

円という極めて発生主義に近い形でのコ

スト計算をさせていただいておりますの

で、事務事業ではそうなっています。

　その９４０万円で月に２０日、１２か

月２４０日働く、８時間働いて１時間が

６０分ということで割り戻していただき
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ますと、１分当たりの単価は８１円６０

銭となります。アクティビティですので、

その活動に要する時間をコストにかけま

す。住民票発行の時間、これについては

およそ４分というふうに聞いております。

これを掛けていただきますと、約３２０

円ということです。経費だけでなくて人

件費でこのぐらいの費用がかかっている。

それに対応するということで、諸経費等

も当然その中に入ってきますので、先ほ

ど言いましたように本市の計算では１通

当たり１，５１６円というコストになっ

ておりますが、その辺のところの金額と

いうことで、ＡＢＣ分析によると人件費

でそのぐらいの費用を要しているという

ことでご理解をお願いいたします。

○三好委員長　安藤委員。

○安藤委員　事務事業評価の中での分析

ということで、細かい人件費コストまで

計算をして１通４分の発行時間で計算す

ると人件費だけで３００円のコスト。さ

らにさまざまな経費を入れて、１通で１，

５００円というようなことをご説明いた

だいたわけです。もちろん市役所で行う

仕事というのは当然、人件費といいます

か、人が動く労働集約型のサービスとい

うものでありますから、そういったもの

が含まれてくるかと思います。

　しかしそれだけをやっているという、

その部署でもそれだけをやって作業をし

ているというわけでもないわけですし、

そういった機械的な計算で、分析するに

はそういう分析方法もあるかと思います

が、その分析によって出てきた数字がそ

のままそっくりそのまま市民にどういっ

た形で受益者負担としてお願いをしてき

たかというのは市としての考え方による

ものだと思います。

　ですから、１，５００円かかっている

けれども、今までは２００円だったんだ

よと。そのままシフトするのであれば１，

５００円は１，５００円にしてしまうと

いう考え方になってしまいますが、そこ

を１，５００円が２００円にしています。

１，５００円を今回２００円から３００

円にする。１００円上げますよ。ここが

限度ですよという考え方をするのも市の

方の判断だと思いますけれども、そういっ

た判断の中で、今のこの時期に分析に基

づいた中のどれだけを市民の人たちにお

願いをしていくのかということを考えた

ときに、私は今はやるべきではないと思

います。部長の方からも、お話をいただ

きました。財政逼迫によって、この１０

０円を上げるのだというご説明でありま

したので、そういった趣旨での値上げで

あるというふうに理解をしておきます。

答弁は結構です。

○三好委員長　ほかにありますか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○三好委員長　ほかにないようですので

以上で質疑を終わります。

　暫時休憩いたします。

（午前１１時３４分　休憩）

（午前１１時３５分　再開）

○三好委員長　再開します。

　議案第５号及び議案第１２号の審査を

行います。

　本２件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　山本善信委員。

○山本善信委員　財産区財産にかかわる

話で、かつて事務手続の話をしたことが

あるのですが、それぞれ予算執行するに

当たって、地元の担当会計が申請手続き

をしたりしていただくのについて、でき

るだけ煩雑にならないようにということ

と、それからプロがやられるわけではな

いので、その辺のところを上手に指導し

てあげて、事業が遂行できるようにとい
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うことで、お願いしたり、あるいはまた

この委員会で申し上げたりしたことがあっ

て、一定の要綱をつくってちゃんと皆さ

んの目に触れるところへやっていただい

ているわけですけれども、その内容はと

もかくとして特に物品の購入に当たって、

例えば、見積書を徴収するような関係の

規定があると思うのですけれども、それ

についてどういう形で事が動いているの

か。動かそうとするのか。その点、ちょっ

とご説明いただけませんでしょうか。

○三好委員長　南野参事。

○南野総務部参事　具体的な会計の申請

手続のマニュアルも含めましてのご質問

でございますが、特に物品の購入につい

て特に見積書についてはどうかというこ

とでございます。

　さきのマニュアル化につきましては、

財産区財産の交付申請の手引書を昨年末

にお配りしまして、示したところでござ

いますが、そのマニュアルの中にいろい

ろ光熱水費、あるいは修理等のそういう

見積関係につきまして、添付書類の必要

性について説明をしておりますが、特に

物品の購入の見積につきましては、その

マニュアルの中で市に準じた財務規則の

９５条第１項の規定によりまして、かた

い言葉で申し上げますと、そういう市の

財務規則ということになりますけれども、

金額的な表示をさせていただきまして、

１０万未満につきましては、２社の見積

が必要です。そして８０万未満について

は３社の見積が必要です。それから８０

万円以上につきましては５社の見積が必

要ですということで、それぞれの購入の

際のそういう説明書きとして、説明を申

し上げているところでございます。

○三好委員長　山本善信委員。

○山本善信委員　その点はよく、お金の

ことですので、慎重にちゃんとしていた

だかないかんというのは財務規則云々の

話がありましたが、そういうことだと思

うのですけれど、これはそれしかいけな

いということになるのでしょうか。それ

とももう金額でもう杓子定規に事が構え

られていて、融通性を利かせというよう

なことは、そういう申し上げ方はできな

いのですけけれども、こんなことまでそ

の金額の範囲内でやらないといけないの

かということまで言われる場合があって、

規則そのものは私も承知しているのです

けれども、要はそういうことについて地

元の会計の関係の方に十分にその辺のと

ころを、なぜそういうことが必要なのか

ということについては、わかっていただ

けるようにしていただけたらということ

だけは申し上げておきたいと思います。

○三好委員長　南野参事。

○南野総務部参事　財産区と申し上げま

しても、やはり特別会計ということで、

一般会計と同様の事務処理をしておりま

すので、やはり物を買うにしても消耗品

であれば年間契約、そして備品であれば、

そういう競争見積りということで、いろ

いろな手続で同じ手順で会計の方から出

していますので、全く同一の会計処理に

なります。財産区だけを簡易な処理でと

いうのは、今のところちょっと行政と全

く同じ考えで会計処理しておりますので、

難しいように思います。

　ただ、十分、今後も会計の方が入れ替

わりございますので、その際は、わかり

やすいようにできるだけ説明させていた

だいて便宜を図りたいというふうに考え

ます。

○三好委員長　ほかにありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○三好委員長　以上で質疑を終わります。

　暫時休憩いたします。

（午前１１時４１分　休憩）
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（午前１１時４３分　再開）

○三好委員長　再開します。

　議案第１９号の審査を行います。

　本件については、補足説明を省略し質

疑に入ります。

　森西委員。

○森西委員　これは早期退職の特例とい

うことですけれども、今の平成１４年度

の決算でいきますと平成１８年度には赤

字再建の準用団体に陥るというふうな試

算が出ておりますけれども、この早期退

職をした場合に、民間企業で早期退職を

募って、それが余りにも多くなって会社

が倒産したというようなケースもありま

したけれども、そういうふうな危惧する

部分はないのか。それが１８年度から１

７年度に早くなったり、そういうふうな

ことがないのか。お聞かせください。

○三好委員長　中岡参事。

○中岡市長公室参事　ただいまのご質問

でございますけれども、平成１４年度募

集したときには１１名が退職されました。

私ども考えているのは今回の特例につき

ましては、平成１９年から２２年まで約

２００人ほどの大量退職が出ますので、

その方を対象にということではないので

すけれども、そこの部分について割増し

額をふやした分で条例を上げさせていた

だいております。

　その部分につきましては前倒しでやめ

ていただくことによって、一時期に来る

退職金の平準化も図れますし、あるいは

大量退職のときにやめはった分を補充を

少なくするという格好では、なかなか市

も運営できませんので、前倒しで採用し

ながら職員の年齢の平準化も図っていき

たいと思っておりますので、それが、今、

おっしゃいました民間企業のように会社

がつぶれるような形にはならないと思っ

ております。

○三好委員長　森西委員。

○森西委員　今のご答弁でそういうふう

なことは、民間企業のように会社がつぶ

れるようなことはないというような答弁

をいただきましたので、それを信じて早

く１８年度が１７年度になったりとか、

そういうふうなことがないように退職さ

れる方ですから、希望ですので人事の方

からなかなかそれをどうにかするという

ふうなことは難しいとは思いますが、平

成１９年度以降の退職者のピーク時期、

それを前倒しといいますか、そういうふ

うに円滑に財政運営できるように、これ

は要望して終わりたいと思います。

○三好委員長　安藤委員。

○安藤委員　今のご答弁もお聞かせいた

だいたのですが、平成１９年から平成２

２年に退職者が集中すると。この時期に

退職金がピークということで、財政上か

らいっても準用団体に陥るという第２期

の危機というふうにもお聞かせいただい

てきているわけなんですが、この１９年

から２２年、約２００名ほどの退職者、

予定でいきますと退職金の総額というの

は大体どのぐらいを見込んでおられるの

か。それからこの早期退職の条例を制定

することによって、１９年から２２年に

退職を迎える５４歳から５７歳ぐらいま

での方々でどのぐらいの方が早期退職の

手を挙げられると、平準化になるのか、

そういう目算のようなものはおありなの

かどうかです。ちょっとお聞かせいただ

きたいと思います。

　同時に一緒にお聞きしておきますが、

先ほどは希望退職を募った場合に、民間

企業の場合では、募集定員を超える方々

が手を挙げられる。市税の質問をしてい

く中でも、市内の大手企業は転身支援と

いうことで募集したら、かなりの方が手

を挙げられたということで、そこで特別
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な措置が出たというようなお話もご説明

いただいていたわけですけれども、一方

でいろいろ昨今の雇用の危機の問題など

の中では逆に肩たたきというのですか、

退職勧奨というものが、今回のこの退職

手当の特例に関する条例によって行われ

ることはあるのかないのか。ないといい

ながらも実質上そういうような状況に追

い込まれるような雰囲気が出てくるとい

うことも、実際、さまざまな民間企業等

で大きな問題にもなっていることであり

ます。

　特に行政というのは、きちんとした雇

用、働いてきた人の権利を守っていくと

いう、そういった前提に基づいて人事政

策をやっていく必要があるかと思います

ので、その点、確認の意味で、一緒にお

聞かせください。

○三好委員長　中岡参事。

○中岡市長公室参事　一応退職金の総額

につきましては、大体平均で２，５００

万程度といたしまして、４年間で約５２

億になります。

　平成１４年、１１名実際には出たので

すけれども、本当のことをいいまして私

の方どのぐらいになるかというのは予想

がつかないです。１４年当時も一応３人

でも５人でも出たらいいかなと思ってい

たのですけれども、実際には１１名出ま

した。今回につきましては、一度、１４

年にやっておりますので、その後何人出

るかというご質問については予想がつか

ないので、お答えできないのですけれど

も、１０名ぐらい出ていただいたらいい

かなと思っております。これは希望です

のでよろしくお願いします。

　あと、例えば、仮に１０名、５４歳の

方がやめていただきましたら、６年間の

補充したとしても約６年間で約２億５，

０００万円ほどの経費削減になりますの

で、やっぱりそれはそれで出ていただい

たらありがたいなと思っています。

　それから、職員につきまして勧奨とい

うお話があったのですけれども、今現在、

勧奨退職というのは退職の手当の中では

実際にあるのです。その分につきまして

は今まで管理職の方については５８歳で

勧奨していたのですけれども、今、再任

用制度というのができましたので、それ

に合わせまして、今現在は勧奨はいいた

しておりません。今回の部分につきまし

ても職員に対して勧奨するようなことは

全く考えておりませんので。希望者のみ

一応受付期間は設けて、受付をしていき

たいと思っております。

○三好委員長　今の部分で、職員の適正

化計画に基づいて、これはその部分の一

助につながる分で人事戦略としてやって

いるのでしょう。その部分も含めてもう

一か所答弁してくれますか。その１０名

をどうのこうのでなしに。答弁求めます。

　中岡参事。

○中岡市長公室参事　今、現在職員数適

正化計画というのを設けて、実際に実施

計画を１６年からやっていくのですけれ

ども、その中で一番問題になるのは、や

はりいろんなところで非常勤化、あるい

はアウトソーシングというものは考えて

いく中で、年度ごとの退職者の人数とい

うのはかなり大きな課題になってまいり

ます。

　今現在おられる方を退職させて、それ

でアウトソーシングするというわけにも

いきませんので、私どもの考え方でいき

ますと退職した方に合わせて、順次そう

いうことをやっていくというのが、今の

手法になっておりますので、退職者の方

が早期で出られた場合には、その部分に

ついて非常勤化の職場なり、あるいはア

ウトソーシングなりの部分をしていくと
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いうことについては、それだけスピード

が速くなりますので、そういうことでは

早期退職も適正化をやっていく上では１

つの重要な手段であると思っております。

○三好委員長　安藤委員。

○安藤委員　職員数の適正化の計画の中

で、退職のスピードを速めて適正化を図っ

ていく、一助にしていくという考え方を

お示しいただいたかと思います。

　どのぐらいの方がやめたらというよう

な質問の仕方もおかしな質問の仕方なん

ですけれども、適正化計画の中で、この

１９年から２２年度に向けて約２００人、

それ以外にも３０名、２０名と退職予定

される方がいらっしゃいます。本来であ

るならば、市役所に勤めて定年まで勤め

上げられるような職場というのが本来あ

るべき姿だと思います。

　それを早期にやめてもらった方があり

がたいような状況になってしまったとい

うこと自体、これまでの人事政策が厳し

く問われないといけない部分もあるのか

なと。団塊の世代の方々が大量に入社さ

れて、入社された時点でもうその方が退

職されるのはずっと昔からわかっている

ことであって、今、退職金の問題が始まっ

たようなとらえ方をするのは間違いでは

ないか。これまで長年、市役所で勤めて

こられて、いろいろなお仕事に力を注い

でこられた方々が定年間近になったとき

に、もう早くやめてもらった方がありが

たいような議論がされてしまうというこ

と自体、市民の皆さんから行政を預かっ

ている方々が、行政に携わる職員として

のやりがいですとか、今までやってきた

価値ですとか、そういったものを否定さ

れてきてしまうというふうにつながるの

ではないか。今後の若い職員に、こういっ

た考え方というのはすごく悪い影響を与

えるのではないかなということを大変危

惧しているわけです。

　適正化の中で、技能職員の数が府の平

均よりもちょっと多いのだと。退職者の

予定の中には技能職員の方がいらしたり、

事務職員の方もいらっしゃる中で、勧奨

しないのですねとお聞きしたのは、ここ

の部門が多いからここは早期退職しても

らわないとあかんような、そういう計画

を示しながらやることが職員に対する圧

力になりはしないかなということを心配

して、ちょっとお伺いしたわけです。

　そういったことはないというようなご

答弁でありましたので、そういった点は

改めて確認をしていただいて、やる必要

があるのではないかということだけ申し

上げて質問を終わらせてもらいます。

○三好委員長　暫時休憩いたします。

（午前１１時５５分　休憩）

（午前１１時５６分　再開）

○三好委員長　再開します。

　山本善信委員。

○山本善信委員　要は業務量と人員の配

置が適正かどうかです。一人ひとりの業

務量が、今までの適正業務量であったか

どうかということはきっちり検証した上

で、何人多いとか少ないとかという形を、

しっかりと持たないとだめだと思うので

す。そういう点からして、もちろん人口

急増のときにもちろん業務がたくさんふ

えて、職員も採用されたということなん

ですけれども、言い過ぎになるかもしれ

ませんけれども、当時としては、やはり

急激に業務量がふえたということにして

も、人が同じような形で、それが現在の

業務に対する１人の適正業務量だという

のをかなり少ない量に考えられて、バアッ

とふやされた時期が当時だったというふ

うに、これは非常に失礼な言い方になる

かもしれませんが、そういうふうに私は

思っていて、民間の企業が労働量が働き
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過ぎだということもあるでしょうし、と

いって今の公務員の労働量が適正だとい

うことはない。少ないということとの、

その辺の考え方がきっちり持っておかな

いと、単なる数減らし、数合わせみたい

な感じになりますので、その辺のところ

の考え方をどのように持っておられるの

か。

　先ほどから議論が出ていますように、

今の現在の状況の中で、１人の人の守備

範囲をできるだけたくさん持ってもらっ

て、しっかり、働き過ぎにならないよう

に、しかも適正な形でちゃんと守備範囲

を持ってもらって、それでしかも平準化

していくというようなやり方、これはあ

と財政的な裏づけの問題も考え合わせて、

そのことを考えていかないかんというこ

とだと思うのですが、その辺についての

基本的な考え方を、もう一度、聞かせて

いただきたいと思います。

　今、漠然とした形では承知しているの

ですけれども、もう一度、お答えいただ

きたいと思います。

○三好委員長　中岡参事。

○中岡市長公室参事　ただいまのご質問

につきましては、適正化計画の中でも一

応書いておるのですけれども、確かに昔

と今でしたら、事業量の内容も違います

し、またいろんなアウトソーシングの形

のことも出てきております。

　地方についてもこの間、独立行政法人

なり、役所とのすみ分けも出てきており

ます。そういう意味でいいますと、この

適正化計画も十分に業務の中身を精査し

た上で、役所でするもの、しないもの、

あるいは職員でするもの、しないものを

すべてきちっとした上で、職員の採用な

り、あるいはやっていきたいと思ってお

りますので、そのことについては基本は

やっぱりまずは事業量がどうであるかと

いうのを把握した上で、いろんな形でア

ウトソーシングなり、非常勤化をしてい

くのが筋ではないかと思っておりますの

で、そのようにやっていきたいと思って

おります。

○三好委員長　山本善信委員。

○山本善信委員　今のお考えのもとで、

この条例案だというふうに理解いたしま

して、ぜひそれぞれの職員の皆様方がよ

くその辺の判断をしていただけたらと期

待しておきたいと思います。

　ありがとうございました。

○三好委員長　ほかにありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○三好委員長　以上で質疑を終わります。

　暫時休憩いたします。

（午前１２時　休憩）

（午後　１時　再開）

○三好委員長　再開します。

　次に、議案第２１号の審査を行います。

　本件については、補足説明を省略し質

疑に入ります。

　安藤委員。

○安藤委員　特別職職員の給与に関する

条例の一部改正について、調整手当の特

別職や教育長の期末手当基礎額を給料と

調整手当の合計額に０.２を乗じたもの

を、これを期限切れで延長するというこ

となんですけれども、議員の方について

はまた議会議案として出されているわけ

ですが、この延長することによっての年

当たりの影響額をお聞かせいただきたい

のと、改めてそもそも論でお聞きします

が、期末手当基礎額を計算する上で、こ

の給料と調整手当に０．２を乗じるとい

う傾斜配分するということの考え方を、

どういった趣旨でこういった取り決めが

あるのかというのを、そもそも論として

お聞かせいただきたいと思います。

○三好委員長　中岡参事。
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○中岡市長公室参事　まず１点目でござ

いますが、年間の影響額につきましては、

３６４万９，０００円でございます。そ

れから２０％の加算の分でございますが、

これは、人勧の関係で役職加算というの

が公務員に設けられております。それが

１０％、１５％、２０％ということで、

管理職につきましては２０％の役職加算

が設けられておりますので、その分につ

きまして部長級が例えば高額な方が２０

％をつけた場合に、かなり特別職の方に

近づいていくわけです。やはりそれにつ

いては特別職の方にも２０％をつけるこ

とによって、給料の均衡を図っていこう

ということで２０％をつけておるところ

でございます。

○三好委員長　ほかにありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○三好委員長　以上で質疑を終わります。

　暫時休憩します。

（午後１時２分　休憩）

（午後１時３分　再開）

○三好委員長　再開します。

　次に、議案第２０号、議案第２２号及

び議案第２３号の審査を行います。

　本３件については補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○三好委員長　質疑なしと認め、質疑を

終わります。

　暫時休憩します。

（午後１時４分　休憩）

（午後１時６分　再開）

○三好委員長　再開します。

　討論に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○三好委員長　討論なしと認め、採決し

ます。

　議案第１号所管分について、可決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○三好委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第５号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○三好委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第９号所管分について、可決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○三好委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第１２号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○三好委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第１９号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○三好委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第２０号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○三好委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第２１号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○三好委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定
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しました。

　議案第２２号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○三好委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第２３号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○三好委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第２４号所管分について、可決す

ることに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○三好委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　以上で、本委員会を閉会します。

（午後　１時８分　閉会）

委員会条例第２９条第１項の規定により

署名する。

総務常任委員長
 三 好 義 治

総務常任委員 
 安 藤 　 薫
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